How about the performance of Vietnam firms? by 葉  剛
企業経営の変革からみた「漸進的な私有化」 : ハ
ノイ市民調査の統計分析を中心に






























































































出所：General Statistics Ofﬁce of Vietnam「統計資料」により筆者が作成。
注  ：ウェイト（左目盛り）と伸び率（右目盛り）はいずれも工業生産のそれを指す。































































年齢別 学歴別 職業別 収入別
 0- 72 小学校卒 0 会 社 員  下位低所得 
2 0- 93 中学校卒  公 務 員 0 上位低所得 
3 40-49 82 高 校 卒  教　　員  下位中所得 
4 50-59 72 大 学 卒  会社経営 0 中　所　得 
5 60以上  大学院卒 0 自 営 業  上位中所得 
6 学　　生  下位高所得 
7 無　　職  上位高所得 





























































生産効率 新製品 販売能力 サービス
検定等計量　X 値 . 0. . .
自由度　φ    





























































































0代 0代 0代 0代 0歳以上
生産効率 .0 . . . .
新 製 品 . . . . .
販売能力 . . .0 . .





質問項目 r 質問項目 r
生産効率 -0. 生産効率 0.
新 製 品 -0. 新 製 品 0.0
販売能力 -0. 販売能力 0.
サービス -0. サービス 0.0

企業経営の変革からみた「漸進的な私有化」―ハノイ市民調査の統計分析を中心に―
4．小括
以上の分析結果をみると、0歳以上グループを除けば、評価を下した人数が低評価を下したそれをは
るかに上回っていることがわかる。しかし、グループ別でみると評価を下した人数の割合が最も大きい
のは0代グループである。一方、0代グループは低評価を下した人数の割合は全ての項目において比
較的低い。また、0代グループと0歳以上グループの対照的な存在は今回の調査結果においてはもう
一つの際立つ特徴である。
また、低評価においてはグループ間のバラツキが大きい。しがしながら、ただ一つの共通点がある。
それは、「サービス」に対して低評価を下した人の割合がどのグループでも最も低いことである。つまり、
私有企業のサービスが従来の国有企業はいうまでもなく現在の国有企業よりもよいとみている人が多い
といえる。「サービス」への好評に対して、ほかの三つの項目に関する評価はバラツキが大きいが、調査
対象の認識を総合的に検討した結果からみると「サービス」の向上（改善）と同水準になっているとはい
いがたいと思われる。
Ⅳ　結論
移行経済の場合、政府は市場メカニズムに適するマクロ経済政策を如何に講ずるかということだけを
課されているわけではない。ミクロレベルで国民経済再生産活動の担い手を形成させる制度を如何に整
備していくかも政府にとって重大な課題である。前述のようにベトナムは、経済システムの移行に当たっ
て、「漸進的な手法」をとってきた。それはミクロレベルでみると、国有企業の経営改革を断行しながら、
私有企業の参入を徐々に認めていった。しかし、私有企業参入の完全な自由化は000年を待たなければ
ならなかった。000年以降自由化がみとめられてから、ベトナムの私有企業が飛躍的に拡大していった
とみてよい。
その年後の00年にわれわれがアンケート調査を行った。われわれのアンケート調査に関する統計
的な分析結果によって私有企業が市場経済に対応しているのを、多くのハノイ市民が評価していること
は示されている。特に、私有企業の「サービス」に対して、多いに評価を下した。これによって、私有
企業が市場に参入してから、主にサービスの改善に力をいれたと判断される。
一方、「生産効率」「新製品」「販売能力」について各年齢層の認識が異なっているが、ほぼ割の人が
低評価を下した。評価を下した割の人と比べると、低評価を下した人数が少ないと決していえない。
もしかすると、私有企業が生産効率の向上、新製品の創出、販路の拡大・販売方法の工夫においてはさ
らなる展開をしていくのは期待されているかもしれない。
ところで、ベトナム私有企業の企業家精神に関する先行研究の結論0 をわれわれの検証した私有企業
の経営パフォーマンスに投影してみると、「計画的に事業を推進するという考え方にかけているもの」
0　高田伸朗（00）、pp.～0。
　同上、p.。

東北大学大学院　国際文化研究科論集　第十八号
はまさに「生産効率の向上」「新製品の創出」「販路の拡大・販売方法の工夫」の効果が大きくなかった要
因だと判断される。つまり、ベトナム私有企業における経営パフォーマンスの欠落は外的環境への対応
性、独創性、判断能力、柔軟性が充分に培われていないところに帰結できる。
要するには、経済制度の移行過程におかれているベトナムは市場に適する経済制度体系が必ずしも万
全なものとなっていない。しかしながら、生産手段の私有化によって経済活動に競争原理を導入し、企
業経営がある程度改善できたことは今までの統計的な分析によって証明された。
しかし、今までの統計的な分析によってベトナムの私有企業経営が評価されたといっても、それは国
有企業との違いが何か、また経営改善の程度が如何なる段階に進んでいるかというような問いかけに答
えられない。これらを明らかにするのに、移行経済のロシア、中国との国際的な比較、または私有企業
と国有企業との比較研究が必要とされている。
付記：この論文は科学研究費補助金（基盤研究（C）00）の研究成果の一部である。
